
 

令和８年第１回龍ケ崎市固定資産評価審査委員会  

 

 

日時  令和８年５月２２日（金）午前１０時  

場所  龍ケ崎市役所附属棟１階第２会議室  

 

１  議案  

議案第１号   委員長選挙について  

議案第２号   委員長職務代理者の指定について  

 

 

２  その他  

 ⑴  審査申出の流れ  

 ⑵  令和８年度固定資産税課税状況  

 

 



議案第１号 

   委員長選挙について 

龍ケ崎市固定資産評価審査委員会条例（平成１１年龍ケ崎市条例第２７号）第２条第２項の規定により、龍ケ崎市固定資産評価審査委員会

委員長の選挙を行うものとする。 

  令和８年５月２２日提出 

龍ケ崎市固定資産評価審査委員会       

 

  



議案第２号 

   委員長職務代理者の指定について 

龍ケ崎市固定資産評価審査委員会条例（平成１１年龍ケ崎市条例第２７号）第２条第４項の規定により、龍ケ崎市固定資産評価審査委員会

委員長の職務代理者の指定を行うものとする。 

  令和８年５月２２日提出 

龍ケ崎市固定資産評価審査委員会       
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令和８年度 固定資産評価審査委員会資料 

 

１．基準年度（令和６年度） 

   令和６年度が基準年度となり、課税客体となる土地及び家屋の全てにおいて評価替えを

行い、その課税標準となるべき価格が決定された。この決定した基準年度の価格は原則３

年間据え置かれる。（地方税法第３４９条第１項、同条第２項及び同条第３項） 

 

２．令和８年度における土地の価格に関する修正 

   宅地及び市街化区域農地、その他の宅地を評価の基礎として価格を求めることとされて

いる土地については、令和６年基準年度の価格調査基準日である令和５年１月１日から令

和 7年７月１日までの間に地価が下落したと認められる場合、下落状況を評価額に反映す

る措置を講じている。（地方税法附則第１７条の２第１項に規定する「総務大臣が定める基

準」） 

 

３．令和 8年度固定資産評価の概要（令和６年度評価替えに係る第 3年度） 

◎土地・・・地価が下落した地点について修正を実施 

① 令和５年１月１日から令和７年７月１日までの間に地価の下落があった地点（33地点）につ

いて、下落状況を評価額に反映 

      ・上 昇 地 点・・・・・ 13７地点（評価額が上昇した場合は据え置き） 

      ・据置き地点・・・・・  73地点 

      ・下 落 地 点・・・・・  ３３地点 

 

② 地価（鑑定価格）の傾向 

龍ケ岡地区や工業地区では、この１年で１０％程度の大きな伸びを見せている地点もあ

り、市街化区域全般的に、上昇傾向となっている。 

市街化調整区域については、おおむね据え置きとなっており、今回の時点修正で前年か

ら下落しているのは、１地点のみとなっている。 

 

◎家屋 

家屋の評価・・・令和６年基準年度の価格を据え置き 

  



 

４．納税義務者数及び当初調定額の比較 

納税義務者数（対前年比） 

 令和 8年度 令和 7年度 増減 

固定資産税 32,336人 32,390人 △54人 

都市計画税 24,184人 24,185人 △1人 

固定資産税（当初調定・対前年比） 

 令和 8年度 令和 7年度 増減 

土地 1,220,070,700円 1,217,686,100円 2,384,600円 

家屋 2,140,400,800円 2,107,054,100円 33,346,700円 

償却資産 861,226,500円 831,185,100円 30,041,400円 

都市計画税（当初調定・対前年比） 

 令和 8年度 令和 7年度 増減 

土地 240,697,200円 242,489,600円 △1,792,400円 

家屋 358,052,300円 350,394,700円 7,657,600円 

 

 

５．審査の申出 

審査の申出をすることができる者 

固定資産の納税者であり、固定資産課税台帳に登録された価格に不服のある者。 

 

審査の申出ができる期間 

固定資産課税台帳に価格等を登録した旨の公示日から納税通知書の交付を受けた日後３

か月までの間。 

 

令和 8年度（価格の据置年度）に審査の申出ができる事項 

土地：① 地目の変換等により前年度と異なる地目で評価された価格 

    ② 下落修正した価格（修正に関する部分に限定） 

     ※修正を受けていない所有者も本来修正の適用を受けるべきであることを申し出る 

場合には、審査の申出をすることができる。 

家屋：新築又は増築等により新たに決定した価格 

 

審査の申出ができない事項 

① 登記簿に記載された事項 

② 都道府県知事又は総務大臣が決定又は修正し市町村長に通知した価格 

③ 非課税、課税標準の特例、減免の要否など 

  



審査委員会に対する審査申出期間のフローチャート 
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